
様式第１号の２ （許可業者用） 

 

廃棄物処理施設利用（搬入・処理）許可申請書 

令和✖年✖✖月✖✖日 

小山広域保健衛生組合 

管理者          様   

 

    〒 ○○○‐○○○○ 

申請者 住   所 ○○県○○市○○〇 ○○○番地 

フリガナ ﾏ ﾙ ﾏ ﾙ  ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ 

事業所名 ○  ○  サ ー ビ ス 

代表者名 ○○ ○○ 

 

次のとおり事業により排出された廃棄物の処理をするため、小山広域保健衛生組合清掃 

センターの設置、管理及び手数料条例施行規則第 10条第 1項の規定により申請します。 

ごみを収集する地域 
※地域ごとに申請してください。 

小山市     ・     下野市     ・     野木町 

事業所の業種分類 
※別紙分類表を参照し 
記入ください。 ※３枚目に添付 

大分類 中分類 業種名 事業内容 

R ― ８８ 廃棄物処理業 下野市の事業系ごみ収集 

廃棄物の区分 
※該当するものに〇印を 
つけてください。 
※①~⑤は事業系一般廃棄物 
❻~❿は一般廃棄物とみなすも
ののみ搬入可能です。 

①可燃ごみ         ②生ごみ        ③可燃系粗大ごみ 

④可燃系資源物      ⑤剪定枝 

❻可燃ごみ（廃プラ）    ❼不燃ごみ      ❽有害ごみ 

❾不燃系資源物      ❿プラスチック製容器包装 

廃棄物の具体的な種類 
※ごみの種類は分別マニュアル 
等を参照し記入ください。 

ごみの種類 ※自社ごみについても漏れなく記入ください 

傘、コップ、皿、総金属製の什器、乾電池、ライター 

利用施設名 
搬入頻度、搬入量 
※搬入先を１か所記入ください 
※収集と自社ごみの合計を記入
ください 

利用施設名 搬入頻度    ※ 期間に☑ 1回あたりの搬入量  

リサイクルセンター 
□日 ☑週 

□月 □年 
２ 

回 
５０ 

ｋｇ  

別添書類 
※右の書類は施設ごとに必ず 
添付し、☑を記入ください 

☑ 行政区域内の収集運搬業許可(写)    ☑ 搬入車両台帳一覧 

☑ 廃棄物収集事業所等一覧    ☑ 車両情報(外観写真、車検証写)  

連絡責任者（担当者） 
※廃棄物に関する問合せの 
担当者をご記入ください 

氏名 

□□□ □□□ 

TEL：○○〇〇-○○-○○○○ 

FAX：○○〇〇-○○-○○○○ 

※前年度の許可番号を

記入ください 

××× 

申請書を受付けましたので、 

    年    月    日 まで 

この書面をもって、搬入を許可します。 
小山広域保健衛生組合 

※ 事務処理記入欄 受 付 

現金 ・ 後納 

 

記入例 
(収集運搬事業者) 

※①可燃ごみは、「もやすしかないごみ」に 
読み替えてください。 

※ 事務処理記入欄のため、記入しないでください。 



様式第 1号の２(裏面)  

 

 

宣 誓 書 

 

 

小山広域保健衛生組合 管理者 様 

 

 

私は、以下の事項を厳守することを誓約いたします。 

 

 １．事業系廃棄物搬入マニュアルに従い、ごみの分別を徹底します。 

 ２．市町及び組合のごみ減量化対策等に協力いたします。 

 ３．組合施設へ産業廃棄物及び処理困難物は搬入いたしません。 

 4．組合から発行される計量カードを自身で所持する場合は、破損・紛失・盗難等がない 

よう管理します。 

 ５．上記事項に違反した場合、組合からの指示に従い、その措置に一切の異議を申し立 

てません。 

 

 

令和✖年✖✖月✖✖日 

（ 自 署 ）  事業者名     ○ ○ サ ー ビ ス     

 

代表者名     ○○ ○○            

 

申請者名     □□□ □□□          

 

 

 

 

  

・記入日   ・事業者名 

・代表者名 ・申請者名 

は、必ず申請者が「自署」で記入して

下さい。 



 

日本標準産業分類（中分類番号）表 

 

 

 

 

分類 名称 分類 名称 分類 名称

０１ 農業 ３７ 通信業 ７１ 学術・開発研究機関

０２ 林業 ３８ 放送業 ７２ 専門サービス業（他に分類されないもの）

３９ 情報サービス業 ７３ 広告業

０３ 漁業（水産養殖業を除く） ４０ インターネット付随サービス業 ７４ 技術サービス業（他に分類されないもの）

０４ 水産養殖業 ４１ 映像・音声・文字情報制作業

７５ 宿泊業

０５ 鉱業、採石業、砂利採取業 ４２ 鉄道業 ７６ 飲食店

４３ 道路旅客運送業 ７７ 持ち帰り・配達飲食サービス業

０６ 総合工事業 ４４ 道路貨物運送業

０７ 職別工事業（設備工事業を除く） ４５ 水運業 ７８ 生活・理容・美容・浴場業

０８ 設備工事業 ４６ 航空運輸業 ７９ その他の生活関連サービス業

４７ 倉庫業 ８０ 娯楽業

０９ 食料品製造業 ４８ 運輸に附帯するサービス業

１０ 飲料・たばこ・飼料製造業 ４９ 郵便業（信書便事業を含む） ８１ 学校教育

１１ 繊維工業 ８２ その他の教育、学習支援業

１２ 木材・木製品製造業(家具を除く) ５０ 各種商品卸売業

１３ 家具・装備品製造業 ５１ 繊維・衣服等卸売業 ８３ 医療業

１４ パルプ・紙・紙加工品製造業 ５２ 飲食料品卸売業 ８４ 保健衛生

１５ 印刷・同関連業 ５３ 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 ８５ 社会保険・社会福祉・介護事業

１６ 化学工業 ５４ 機械器具卸売業

１７ 石油製品・石炭製品製造業 ５５ その他の卸売業 ８６ 郵便局

１８ プラスチック製品製造業(別掲を除く) ５６ 各種商品小売業 ８７ 協同組合(他に分類されないもの)

１９ ゴム製品製造業 ５７ 織物・衣服・身の回り品小売業

２０ なめし革・同製品・毛皮製造業 ５８ 飲食料品小売業 ８８ 廃棄物処理業

２１ 窯業・土石製品製造業 ５９ 機械器具小売業 ８９ 自動車整備業

２２ 鉄鋼業 ６０ その他の小売業 ９０ 機械等修理業(別掲を除く)

２３ 非鉄金属製造業 ６１ 無店舗小売業 ９１ 職業紹介・労働者派遣業

２４ 金属製品製造業 ９２ その他の事業サービス業

２５ はん用機械器具製造業 ６２ 銀行業 ９３ 政治・経済・文化団体

２６ 生産用機械器具製造業 ６３ 協同組織金融業 ９４ 宗教

２７ 業務用機械器具製造業 ６４ 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関 ９５ その他のサービス業

２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ６５ 金融商品取引業、商品先取引業 ９６ 外国公務

２９ 電気機械器具製造業 ６６ 補助的金融業等

３０ 情報通信機械器具製造業 ６７ 保険業（保健媒介代理業、保険サービス業を含む） ９７ 国家公務

３１ 輸送用機械器具製造業 ９８ 地方公務

３２ その他製造業 ６８ 不動産取引業

６９ 不動産賃貸業・管理業 ９９ 分類不能の産業

３３ 電気業 ７０ 物品賃貸業

３４ ガス業

３５ 熱供給業

３６ 水道業

Q　複合サービス事業

R　サービス業(他に分類されないもの)

S　公務(他に分類されるものを除く)

T　分類不能の産業

M　宿泊業、飲食サービス業

N　生活関連サービス業、娯楽業

O　教育、学習支援業

G　情報通信業

H　運輸業、郵便業

I　卸売業、小売業

J　金融業、保険業

K　不動産業、物品賃貸業

L　学術研究、専門・技術サービス業

P　医療、福祉

A　農業、林業

B　漁業

C　鉱業、採石業、砂利採取業

D　建設業

E　製造業

F　電気・ガス・熱供給・水道業


